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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　制御圧室と負圧接続部の間の第一の弁座と、大気圧接続部と制御圧室の間の第二の弁座
とを備えた両座弁を有するバルブ機器が配備された電気空気式圧力変換器であって、プラ
ンジャ型接片の位置に応じて、制御圧室と大気圧接続部又は負圧接続部との繋がりを選択
的に形成して、制御圧室内に混合圧を発生させることが可能であり、プランジャ型接片の
位置が、プランジャ型接片に作用する電気磁気回路の電磁力及びプランジャ型接片と連結
されたダイヤフラムに作用する空気圧力に依存する電気空気式圧力変換器において、
　電流を流していない状態の静止位置で、バルブ閉鎖体（３１）が、制御圧室（２４）と
負圧接続部（２２）の間の弁座（３２）に当接するとともに、大気圧接続部（１８）と制
御圧室（２４）の間の第二の弁座（３３）に対して間隔を有することを特徴とする電気空
気式圧力変換器。
【請求項２】
　当該の電流を流していない状態の静止位置でのバルブ閉鎖体（３１）と第二の弁座（３
３）の間隔が、電流を流していない状態でのプランジャ型接片（５）の最大振動振幅と一
致することを特徴とする請求項１に記載の電気空気式圧力変換器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、制御圧室と負圧接続部の間の第一の弁座と、大気圧接続部と制御圧室の間の
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第二の弁座とを備えた両座弁を有するバルブ機器が配備された電気空気式圧力変換器であ
って、プランジャ型接片の位置に応じて、制御圧室と大気圧接続部又は負圧接続部との繋
がりを選択的に形成して、制御圧室内に混合圧を発生させることが可能であり、プランジ
ャ型接片の位置が、プランジャ型接片に作用する電気磁気回路の電磁力及びプランジャ型
接片と連結されたダイヤフラムに作用する空気圧力に依存する電気空気式圧力変換器に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、そのような電気空気式圧力変換器を用いて制御圧室内に発生させる圧力は、例
えば、ダシュポットなどの空気圧式アクチュエータを操作するために使用されており、そ
れらは、更に、排気ガス循環弁、排気ガスフラップ又はそれらの同等物を操作するために
使用することが可能である。
【０００３】
　そのような圧力変換器は、例えば、特許文献１により周知である。そこに記載された圧
力変換器の両座弁は、付勢力を弁座に加える役割を、そのため弁閉鎖体の役割を果たす弁
板から構成されている。通常パルス幅変調にもとづき駆動される電磁石は、電流を流され
た場合、プランジャ型接片を大気圧接続部と制御圧室の間の第二の弁座と共に電磁石の方
向に引き寄せて、それによって、制御圧室と負圧接続部の間の第一の弁座から弁板を持ち
上げて、負圧が制御圧室内に到達することができるようにする役割を果たしている。それ
によって、制御圧室内の圧力が低下し、その結果、ダイヤフラムが、それと逆方向に、即
ち、第一の弁座の方向に付勢されることとなる。制御圧室内に生じる負圧の大きさに応じ
て、そのような空気圧力と電磁力から生じる力は、プランジャ型接片が、そのため弁板が
第二の弁座に当接する一方、第一の弁座が、電磁石から離脱する方向に更にスライドして
、そのため、大気圧接続部との繋がりが形成される程大きくなる。このように時間的に制
御してプランジャ型接片を上下にスライドさせることによって、制御圧室内には、電磁気
回路内の有効電流の大きさに依存する混合圧が得られる。そのような圧力変換器では、一
定の周波数と、時間的に制御された直流電圧と、変更可能な電流のオン・オフ時間比率と
による動作において、バルブ機器が振動する傾向を示し、それによって、第二の弁座が開
いた場合に、電磁石を相応に駆動しなくとも、負圧が制御圧室から大気圧に漏れ出してし
まうので、空気消費量が大幅に増加するという問題が発生している。
【０００４】
　従って、空気消費量を低減するために、特許文献２では、同じ構造形式の電気空気式圧
力変換器を提案しているが、弁板には、弾力性の異なる区域が形成されている。特に、負
圧との接続部と協力して動作する領域には、大気圧との接続部の領域よりも弾力性の大き
い可塑性が、そのため、それより大きなスイッチングヒステリシスが発生している。それ
によって、第二の弁座からの弁板の意図しない持ち上がりを防止しようとしている。
【０００５】
　しかし、そのような措置が十分な成果を収めておらず、特に、電磁石に電流を流してい
ない状態では、望ましくない大きな空気消費量が依然として生じており、そのため、所要
の真空を発生させる負圧発生器に、より高い負荷がかかり、それによって、燃焼機関全体
の電流消費量が、そのため燃料消費量が余計に増大することが分かっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】ドイツ特許第４１１０００３号明細書
【特許文献２】ドイツ特許第４２０５５６５号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　以上のことから、本発明の課題は、電流を流していない状態で外部からの振動が加わっ
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た場合に、簡単な措置によって、空気消費量を確実に低減する電気空気式圧力変換器を実
現することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本課題は、電流を流していない状態の静止位置で、弁閉鎖体が、制御圧室と負圧接続部
の間の第一の弁座に当接するとともに、大気圧接続部と制御圧室の間の第二の弁座に対し
て間隔を有することによって解決される。そのように弁座を互いにずらすことによって、
プランジャ型接片の振動時に、負圧接続部が制御圧室に対して開いてしまう望ましくない
時間が発生しないので、電気空気式圧力変換器が相応に大きく制動された際の空気消費量
が低減されることとなる。
【０００９】
　それに対して更に改善した実施構成では、電流を流していない状態の静止位置における
第二の弁座と弁閉鎖体の間隔が、プランジャ型接片の最大振動振幅と一致する。
【００１０】
　そのような最大振動振幅は、例えば、既存の振動系全体の実験又は正確な計算によって
決定することができる。その場合、振動系は、プランジャ型接片及び弁板の下に配置され
たスプリングの質量と、ダイヤフラムの転がり抵抗と、プランジャ型接片と滑り軸受ブシ
ュの間の制動用流体膜と、見込まれる振動荷重とから構成される。
【００１１】
　そのようなバルブでは、電磁石に電流を流していない場合に、負圧が制御圧室に到達す
ることができないようにすることによって、制御圧室から大気圧接続部への望ましくない
負圧の逆流が防止されることは明らかである。そのため、そのような電気空気式圧力変換
器に電流を流していない状態における空気消費量が確実に最小となり、それによって、燃
焼機関の燃料消費量が低減されることとなる。
【００１２】
　本発明による電気空気式圧力変換器を図面に図示するとともに、以下で説明する。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】従来技術による電気空気式圧力変換器の側面からの断面図
【図２ａ】電流を流していない状態の静止位置における図１による電気空気式圧力変換器
のバルブ機器の領域の断面図
【図２ｂ】振動が加わった後、プランジャ型接片が電磁石の方向に動いた場合における図
２ａによるバルブ機器の領域の断面図
【図２ｃ】振動が加わった後、プランジャ型接片が電磁石と逆の方向に動いた場合におけ
る図２ａによるバルブ機器の領域の断面図
【図３ａ】電流を流していない状態の静止位置における本発明による電気空気式圧力変換
器のバルブ機器の領域の断面図
【図３ｂ】振動が加わった後、プランジャ型接片が電磁石の方向に動いた場合における図
３ａによるバルブ機器の領域の断面図
【図３ｃ】振動が加わった後、プランジャ型接片が電磁石と逆の方向に動いた場合におけ
る図３ａによるバルブ機器の領域の断面図
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　図１に図示されている電気空気式圧力変換器は、筐体１から構成されており、その筐体
の中には、コイルホルダー３上に巻装されたコイル４と、プランジャ型接片５と、外側の
第一のコア部分７及び第一のコア部分７と同軸に内側に置かれた第二のコア部分８の二つ
の部分から成るコア部６と、還流鉄板９と、ヨーク１０とから構成される電磁気回路２が
配置されている。
【００１５】
　筐体１には、コイル４との電気接続を行うための接続プラグ１１が形成されている。プ
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ランジャ型接片５は、金属製スリーブ１３によって同軸に取り囲まれた滑り軸受ブシュ１
２内に軸支されている。この金属製スリーブ１３は、ヨーク１０との固定接続部を有する
。軸方向に対してコア部６の方向には、プラスチック製スリーブ１４が金属製スリーブ１
３に続いており、そのプラスチック製スリーブは、プランジャ型接片５とコア部６の間に
隙間１５が生じるように配置されており、その隙間には、コイル４に電流を流した際にプ
ランジャ型接片５の軸方向への動きを引き起こす磁界が発生する。それに対して軸方向に
は、コア部６の外側の第一のコア部分７が螺入される雌ねじを切られた第二の金属製スリ
ーブ１６が更に続いている。第一のコア部分７は、雄ねじに追加して、雌ねじを切られた
貫通孔を備えており、その貫通孔には、第二のコア部分８が螺入されている。更に、金属
製スリーブ１６は、半径方向の外周に還流鉄板９との固定接続部を備えている。これらの
構成部品４～１６は、周知の手法で磁心２を構成している。
【００１６】
　コア部６のねじ山は、プランジャ型接片５と鉄心６の間の空隙を調整する役割を、その
ため磁心の大きさを調整する役割を果たし、それによって、プランジャ型接片５内に発生
する力を調整することが可能となっている。その場合、外側の第一のコア部分７の捩じり
は、発生する力の比較的大きな変化を引き起こす一方、第二のコア部分８の回転は、細か
く調整する役割を果たしている。
【００１７】
　コア部６が配置されている、筐体１の軸方向の一方の端部は、コア部分７，８の調整を
実行することができるように、開いた形で実現されている。所望の間隔に調整した後、筐
体１を蓋１７で閉鎖する。
【００１８】
　筐体１の他方の端部には、バルブ機器１９との流体接続部を備えた大気圧接続部１８が
形成されており、その流体接続部は、プランジャ型接片５の接片頭部２０内に配置されて
いる。
【００１９】
　筐体１は、そのコア部６と逆側を筐体頭部２１で閉鎖されており、その筐体頭部内には
、負圧接続部２２と、制御圧室２４と繋がった制御圧接続部２３とが形成されており、そ
れらの接続部は、同じくバルブ機器１９との流体接続部を備えている。
【００２０】
　バルブ機器１９は、図２と３に断面が図示されている。筐体頭部２１と筐体１の間には
、ロールダイヤフラム２５の半径方向に対して外側の周縁が挟持され、その内側の周縁が
、接片頭部２０の溝２６の中に配置されており、その接片頭部は、軸方向に延びるめくら
穴２７を備えており、その穴の中に、スリーブ２８が圧入されることが分かる。このスリ
ーブ２８は、図示されていない非常に小さい直径のバイパス孔、或いはプランジャ型接片
５のリターンポイントにおけるスイッチングヒステリシスを低減するために、制御圧室２
４を大気圧接続部１８と流体に対して繋ぐのに相応しい程小さいバイパススリットを備え
ている。
【００２１】
　バルブ機器１９は、周知の手法で両座弁２９として実現されており、軸方向のめくら穴
２７内に配置された円錐形のコイルばね３０を備えており、そのコイルばねは、弁板３１
の形の弁閉鎖体を同軸の二つの弁座３２，３３の方向に付勢しており、第一の弁座３２が
、筐体頭部２１の負圧孔３５に圧入されて、負圧接続部２２との流体に対する繋がりを形
成する負圧パイプ３４上に構成されており、同軸に置かれた第二の弁座３３は、圧入され
るスリーブ２８のプランジャ型接片５の方を向いた端部上に構成されている。これらの弁
座３２，３３は、特に、図２と３で見ることができる。更に、ここでは、めくら穴２７に
は、弁板３１を誘導するためのスリーブ３７が差し込まれており、そのスリーブによって
、弁板３１が、接片頭部２０に形成された、大気圧接続部１８をバルブ機器１９と流体に
対して繋ぐための半径方向の貫通孔３６に引っ掛かることを防止している。
【００２２】
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　ここで、電気空気式圧力変換器は、負圧接続部２２を介して制御圧室２４に導入するこ
とが可能な負圧と、大気圧接続部１８を介して制御圧室２４に導入することが可能な大気
圧とから成る混合圧を制御圧室２４内に発生させるように動作する。この負圧又は大気圧
の制御圧室２４への流入は、両座弁２９によって制御されている。
【００２３】
　制御圧室２４とのその時々の繋がりは、弁板３１の配置構成に、そのためプランジャ型
接片５の位置に依存する。それに対応して、弁板３１の動きは、電磁石の作動、即ち、コ
イル４に電流を供給することによってのみ開始される。電磁石の作動によって、プランジ
ャ型接片５は、コア部６の方向に引き寄せられ、それによって、弁板３１が、第一の弁座
３２から持ち上がり、その結果、負圧が制御圧室２４内に流入することができる。そうす
ることによって、ダイヤフラム２５の逆側に大気圧が生じるので、ダイヤフラム２５に、
そのためプランジャ型接片５に作用する力が閉鎖方向に発生する。その結果接片が逆方向
に動くことによって、負圧接続部２２と制御圧室２４の繋がりが再び遮断されて、場合に
よっては、弁座３３が開き、その結果、大気圧接続部との繋がりが生じて、ダイヤフラム
への力が再び低下する。制御圧室２４内に電磁力に対応する混合圧が発生するまで、その
ようなプロセスが繰り返される。プランジャ型接片５に加わる全ての力の合計がゼロとな
る平衡状態が生じる。従って、これらの力は、電磁気回路２の引力とダイヤフラム２５に
作用する空気圧力である。
【００２４】
　この場合、電磁石又はコイル４は、パルス幅変調された信号の形の時間的に制御された
直流電圧を供給される。パルス幅変調された信号のデューティサイクルに対応して、磁気
力を発生させる効果の異なる電流が生じる。電気空気式圧力変換器は、そのようにして発
生した磁力に対応して、再び制御圧室２４内に新しい混合圧が、そのため新しい平衡状態
が生じるように制御する。
【００２５】
　図２ａには、バルブ機器１９の電流を流していない状態が図示されている。この従来技
術による実施構成では、二つの弁座３２，３３は、弁板３１によって閉鎖されている。そ
の結果、弁板３１が弁座３２から離脱する一方、制御圧室２４が、大気圧接続部１８に対
して密閉されているので、少ない電流しか流していない場合でも既に制御負圧を発生させ
ることができる。
【００２６】
　しかし、例えば、自動車内の振動によって、電気空気式圧力変換器の軸方向に対して外
部からの振動の誘導が起こった場合、プランジャ型接片５がコア部６の方向に動いて、弁
座３２からの弁板３１の望ましくない離脱が起こり、その結果、図２ｂに図示されている
通り、制御圧室２４に負圧が流入することが可能となる。それに続いて、接片が逆方向に
動いた場合、弁板３１が、再び弁座３２に当接すると同時に、第二の弁座３３から離脱し
、その結果、制御圧室２４の大気との繋がりが形成されることとなる。それによって、制
御圧室２４内に生じた負圧が、再び大気と比べて低下する。このような振動プロセスの持
続的な繰り返しによって、大きな空気消費量が生じている。
【００２７】
　この問題を解決するために、図３ａに図示されている通り、本発明では、静止位置及び
電流を流していない状態において、第一の弁座３２が弁板３１に当接する一方、それと同
軸に配置された第二の弁座３３が弁板３１から間隔を開けており、その結果、大気圧接続
部１８と制御圧室２４の間の繋がりが生じるように、バルブ機器１９を構成することを提
案する。
【００２８】
　そのような実施構成では、振動の発生によって、プランジャ型接片５の外側への誘導が
起こった場合、正しい構成では、プランジャ型接片５のコア部６の方向への動きによって
、最適には、第一の弁座３２からの弁板３１の離脱は起こらない。そのことを実現するた
めに、最大振動振幅時に、弁板３１が二つの弁座３２，３３上に載るように、静止位置に
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おける弁板と第二の弁座３３の間の間隔を決定する。それは、図３ｂに図示されている。
そこでは、プランジャ型接片５は、外側への振動によって最大限引っ込んだ位置に有る。
従って、制御圧室２４内には、それに続いて接片を筐体頭部２１の方向に動かして、低下
させなければならないような負圧は発生しない。そのため、更なる空気消費量も発生しな
い。振動振幅が、より大きくなっても、それにも関わらず、第一の弁座３２が望ましくな
く開いてしまう時間と回数が大幅に低下するので、空気消費量の明らかな低減が実現され
る。
【００２９】
　従って、接片の最大振動振幅を最適に設計した場合、電流を流していない状態において
、負圧パイプ３４が、常に弁板３１に当接しており、それによって、負圧の供給が常に阻
止されて、制御圧側では、望ましくない圧力が生じない。そうすることによって、コイル
４に電流を流して、その結果プランジャ型接片５が移動することによって、先ずは、制御
負圧を発生させることが可能となるまで、弁座３３と弁板３１の間の間隔を乗り越えなけ
ればならないが、それは、節約される空気消費量と比べて些細なことなので、確かに、電
気空気式圧力変換器の動作特性曲線が、移動開始時において、望ましい混合圧が制御圧室
２４内に生じる前に、より大きなデューティサイクルの方向にずれることとなる。
【００３０】
　それによって、周知の実施構成と比べて、空気消費量が明らかに低減された電気空気式
圧力変換器が実現されることとなる。当然のことながら、静止位置が、電気空気式圧力変
換器の摩擦値、プランジャ型接片５の有効な重量及びダイヤフラム２５の転がり抵抗に依
存するので、第二の弁座３３と弁板３１の間の間隔を設計するためには、電気空気式バル
ブの構成に依存して、静止位置を正しく決定することも必要である。それに対応した計算
、さもなければ相応の実験によって設計を行うことができる。
【００３１】
　そのような電気空気式圧力変換器の構成を異なる形態で実現することが可能であること
、即ち、例えば、ばね３０を備えた弁板３１をベローズに置き換えることが可能であるこ
とは明らかである。
【００３２】
　電磁気回路２の構成も、主請求項の保護範囲を逸脱すること無く、確かに変更すること
ができる。ここでは、振動系の制動を相応に設計した場合、同軸の二つの弁座の軸方向に
おける相互間隔だけが決定的に重要である。
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